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超ＬＳＩ共同研究所の思い出とその後の歩み 

垂井康夫 

元超ＬＳＩ共同研究所所長 
  

               はしがき 

 

１９７５年の頃、ＩＢＭがフューチャーシステムに１ＭＤＲＡＭ を使うら

しいと云う噂に対応して、１９７６年３月に通産省補助金を得て、当時の日本

のコンピューターメーカー７社により超ＬＳＩ技術研究組合が設立されました。

１ＭＤＲＡＭを含む具体的な製作技術は各社の研究所で行われましたが、基礎

的共通的な部分を研究する為に各社から約２０名位ずつを集めて共同研究所が

設けられ、私が研究所長を務めました。 

 

このようなライバル企業を集めての大規模な共同研究は世界でも初めてであ

り、共同研究所の成功を見て欧米では共同研究所を参考にした研究所が出来、

その後の半導体研究の大きな流れとなりました。然るに、日本においてはこの

種のプロジェクトは１６年間行われませんでした。その理由は米国が超ＬＳＩ

国家プロジェクトを脅威とみなし、米国の国家の安全の問題として敵視したか

らです。 

 

超ＬＳＩ共同研究所は今年２０２０年に解散４０周年を迎えます。その機会

に共同研究所同窓会誌を作りませんかと云う千葉文隆さんの提案から始まり、

私も４０年近くの間、研究所員を始め、どなたにも話したことのない私の周り

で起こった事を、今なら良いだろうと考えて思い出を書きました。その他元研

究所員から集まった原稿を製本して３３５頁の『超ＬＳＩ共同研究所物語』と

いう本として昨年の同窓会で配られ、国立国会図書館にも蔵書登録され、“アマ

ゾンの電子図書”からも出版致しました、以下に示しました、はしがきにつづ

く私の論文はこの本からの引用です。ちなみに、ここに引用しました部分はこ

の本の約１割に当たります。 

  
この機会に、私の思い出に蛇足を付け加えさせて頂きます。根橋専務は研究

組合の中心で、武者ぞろいの７社を良く纏めて通産省に橋渡しされました。共
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同研についても、私が研究管理能力があることは、１０年前の超高性能電算機

プロジェクト以来良くご存知で、私さへ管理しておけば共同研の研究は大丈夫

と考え、あとは５社からの研究員の融和を図れば良いと懇親をはかり、共同研

の成功に導かれました。 
  
唯一、根橋さんが見落としていたのは、アメリカの怖さではないでしょうか？

米国では国が勝手に動くのは規制するようになっています。米国では与論が重

要なのです。有名な‘真珠湾を忘れるな’の標語で日本をターゲットにして与

論を搔き立て、ものすごい工業力と勇敢な兵士を生み出したのです。 
 

超 LＳＩプロジェクトに対しては、アメリカの安全保障という旗頭の下で与論

を掻き立て、共同研が終わった１９８０年に国防省が超 LＳＩプロジェクトをフ

ォローした VHSI プロジェクトを立ち上げ、法律を整備するなど万全の体制を整

えて、１９８７年にアメリカでは未だあり得なかったアメリカ政府と US based

の半導体メーカー共同による SEMATECH が誕生します。その後、SEMATECHは国防

省のみでなく、商務省、エネルギー省、環境省、ＮＳＦなどの政府機関の他、

産業界、大学、国公立研究所と連携をとって一丸となって進めました。超 LＳＩ

プロジェクトの方はその気はなかったのですが、この米国の対応を見ると超 L

ＳＩプロジェクトはミニ真珠湾だったような気がします。 

 

ですから、IEEE から私に共同研の話をして欲しいと云う招待講演の時、根橋

専務に、技術委員会を説得して許可を得て欲しかったのです。米国から話して

呉れと云うのは絶好のチャンスで、こんな機会はその後ありませんでした。共

同研の細かい技術ではなく、全体像を示せば、少し安心して与論が代わった可

能性があったと思います。全体像を見せずに時々凄い国内新聞発表をやるので、

不安感を煽ったきらいがあります。  

  

見学もそうです。どれかの新聞発表の機会に米国の新聞記者に見学させて、

共同研の廊下を一回りさせれば、その狭さに安心してレポートを送ったに違い

ありません。 

  

上に述べたような米国の反応に伴って、有形無形の圧力あるいはソンタクが

通産省にはあったのだと思います。その内容は知りませんが、結果として共同

研の後の通産省半導体デバイスプロジェクトが１６年間出来なかったという冷

厳な事実がそれを証明していると思います。 
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１９９０年の超 L 研１０周年の同窓会で根橋専務か超 LSI 技術研究組合の成

功宣言をされました。「今まで組合が失敗だったという話はどこからも聞いた

ことがない。たから、超 LSI プロジェクトは成功だったと思って良いのではな

いか。」と云う様なお話しでした。この持って回った言い回しは上の様な状況

に対する根橋さんの反発だった様な気がします。 

 

はしがき及び私の論文は元々同窓会員に向けて書いてありますので、会員は

良く知っている共同研の成り立ち，組織、その成果などについては触れていま

せん。同窓会員以外にも見ていただく為にはこれらも必要だと考え、アマゾン

電子図書及び紙の本／第２版（追補版）の発表におきましてはこれを補うため

に電子デバイス産業新聞での連載の一部を「追補」として転載されています。

この部分も今回以下に引用させて頂いております。 

 

更に、最近日本半導体の敗因について色々と論じられています。中には日米

半導体摩擦について言及していないものもあります。しかし少なくとも１９９

０年代位までの日本半導体産業の衰退には日米半導体摩擦が大きかった事、そ

の発端は超ＬＳＩ技術研究組合にあったと思います。この事を示した電子デバ

イス産業新聞での解説も追補に加えました。    

 
超ＬＳＩ共同研究所の成果などについては、この４０年近い間に色々と出版さ

れています。ここでは纏ったものとして、私の編／著で恐縮ですが、以下の３

つを文献として紹介させて頂きます。                                        

（１）垂井康夫編『超ＬＳＩ技術』オーム社、１９８１年３月 
共同研究所は１９８０年３月に終了したが、その成果を纏めて置くと

良いと云うことで出向者の内四十六名を著者として執筆していたが、１

年後に完成した。共同研究所での技術成果が最も正確に詳しく述べられ

ている。編集幹事は飯塚隆、中村琢磨、奧泰二、鳳紘一郎、清水京造、

右高正俊の諸氏であった。 
 
（２）垂井康夫編著『半導体共同研究プロジェクト』工業調査会、２００８年１２月、 

超ＬＳＩ共同研究所の成功を見た米国、ヨーロッパでは、共同研究が

いいと云う事で、次々と共同研究が始まった。日本でも十六年の休止期

間を経て始まった。 
このあたりを明らかにしておきたいと考えていたが、私が常務理事を

していた武田計測先端知財団でその機会を得て出版することが出来た。

有能な著者を得て、超ＬＳＩ共同研が元祖である事を明らかにすること
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ができた。著者には財団に転職して頂いた相崎尚昭、三浦義男の両氏も

加わっている。 
 
（３）垂井康夫著『超ＬＳＩへの挑戦』工業調査会、２０００年４月 

この本は、「半導体産業新聞」が、トランジスタ発明からの５０年の

間に日本で何があったかを記録しようと、一年ごとに、私の監修で「日

本半導体５０年史」を掲載した。これと一緒に私が毎年何をしていたか

を掲載した。この私の分を纏めたものである。 
今振り返ると、私は共同研までは、共同研のために準備をして来たみ

たいで、共同研後は、超ＬＳＩと一緒に生きて来たような気がしている。 
 
その様なことで、大分書き尽くされていますので、今回は今まで出版もされて

いないし、お話しもしていない、私の厳しかった立場などの所から、以下に書

き始めたいと思います。 
 

         １．紀尾井町 福田屋 

 
昭和五十一年に超エル・エス・アイ（以後ＬＳＩ）技術研究組合が設立され、

共同研究所もスタートして、暫くたってから、研究組合を構成するコンピュー

ターメーカー五社、富士通㈱、㈱日立製作所、三菱電機㈱、日本電気㈱、東京

芝浦電気㈱と、これをグループ化した二社、すなわち、㈱コンピューター総合

研究所、日電東芝情報システム㈱の各社長と研究組合の根橋専務理事、垂井共

同研究所長、あと何人かによる顔合わせ的な会合が行われました。 
 
会場は紀尾井町の福田屋でした。政財界に多く使われるという料亭のたたずま

いに、小生、恐る恐る入って行きました。ところが、宴会が始まると、根橋専

務が、私に「社長さん方にお酒をお酌して回りなさい」と指示されたのです。 
私としては、国立研究所育ちでそんな経験もないし、私の好みにも合わないし、

更に決定的な事は、私が三十歳の頃スクーターで砂利道を走っていて、転倒し

て大腿骨を骨折し、膝関節も痛めていたので、膝をついてお酒をついで回る事

は出来なかったのです。 
すると、帰りの専務理事付きのハイヤーのなかで根橋専務から厳しく叱責され

ました。「なぜ言った通りにしなかったのか」と云うのです。その時、私はその

激しい叱責に対して、その激しさに押されて、自分の身体上の欠陥をあげて、

弁解するのに凄くためらいを感じて、何も言えずに終わってしまいました。 
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後から考えて、あれは、根橋さんの私が社長さん方に可愛がってもらえる様に

と云う親心だったと思いました。従って、私は膝の欠陥をお話しして、了解を

取るべきだったと反省していますが、その時までに私と根橋さんの間に、それ

が言える様な親しさが出来ていなかったのが残念だったと思っています。 

ただ、社長さん方とは、私なりにも良好な関係を続けられて、私の四年間の共

同研に於ける貢献が認められている事は、その後の接触や、後で述べるＣ＆Ｃ

賞の受賞や寄付講座の開設などの機会に認めて頂いていたと、今も感じていま

す。 

 

 

２．ある委員の訪問 

 

研究組合には、運営委員会、技術委員会などが設置されていました。共同研が

始まって数日後のことでした。技術委員会の一人の委員で、７社の内の１社の

常務取締役が私の所を訪れました。彼が開口一番云うには「垂井さんは今まで

お役人だったから、その様に付き合って来たが、これからは違いますから宜し

く・・・・」と云う様な事を言って、他の話は殆どなく、帰られました。 

事実、私は電子技術総合研究所からの休職出向で、給与の額は公務員給与に従

って支給されていましたが、そのお金は７社の資金から出ていました。すなわ

ち、この訪問は私に給与の出所の違いをはっきりと認識させるものでした。更

に、この委員の意見は、すぐに次の章で述べる研究発表・見学に影響を与え、

厳しい立場に立たされる事となるのです。 

この委員の方は、その神経質な性格のためか、プロジェクトが終わって数年後

に亡くなったと伺いました。他の委員の方々、特に技術委員会の多くの方とは、

それまでも付き合いが多かったし、それ以後も変わらぬお付き合いで、現在で

も年賀状のやり取りをしています。 

 

 

⒊ 研究発表・見学 

 

研究発表・見学は、月一回開かれる技術委員会で検討、承認することになって

いた。しかし、学会への発表は国費の入ったプロジェクトとしては、ある程度

社会的な義務の様なものであるし、見学も研究員が外国に行った時に見学させ

てもらう事もあるから、余り閉ざす事は国際問題にもなるからと云う事で、必
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要で適切な見学と成果の学会での発表は出来る様にと、しばしばお願いした。 

その結果、学術的成果については、学会に発表しても良いと云う許可を得たが、

見学については、最後の共同研の解散の時まで許されなかった。この点もその

後の日米半導体摩擦に影響したと危惧している。例えば後で述べる第二研究室

の新聞発表の後、外国の然るべき人に第二研の装置を見せ、あと廊下を一周さ

せれば、その狭さに安心感を覚えたに違いない。 
 
研究組合が出来てから、米国では、何か日本では国のプロジェクトで超ＬＳＩ

を始めたらしいと云うことで、何をやっているのかと云う疑問が出始めていた。

それが大きく膨らんで問題となって来たのは、１９７７年（昭五十二年）５月

２９日に行われた共同研第二研究室の成果、可変寸法矩形ビーム描画の新聞発

表の後からである、これは、学会発表ではなく、国内新聞発表であったので、

外国メディアにとっては不便で、正確な伝達は期待出来ない。そのせいか、よ

りセンセイショナルに受け取られた面があると思われる。これが学会発表であ

れば、公開の場であるからその場で質問をして、納得して、それが伝わって行

くと思われるが、それがないので、余計に何を目指しているのか米国内で疑問

と反発の渦が大きく巻き始めた。なぜ研究組合は学会発表よりも国内の新聞発

表を重視したのか？ それは恐らく、国際摩擦よりも、補助金に対する成果発

表と云うことで、国内が対象だったからだと思われる。その思いは、次の米国

講演の一件でより強くなる。  
 
米国における「日本の超ＬＳＩプロジェクトは何をやっているのか？」と云う

与論の渦が私に向かって来た。すなわち、１９７７年１２月にワシントンで行

われる、ＩＥＥＥのＩＥＤＭ（国際電子デバイス学会）の最初に行うゼネラル

セッション（全体会議）で超ＬＳＩ共同研究所の話をして欲しいと云うのであ

る。 
ＩＥＥＥは米国の電気、電子の両学会が合同したもので、そのホームページに

よると「 The world’s largest technical professional organization 」と述べられており

米国内外でこの分野は元より、全般的にも与論に大きな影響力を持つ組織であ

る。その内のＩＥＤＭは電子デバイス分野で最高の権威の中の一つの学会であ

る。 

 
私は１９６２～１９６３年にスタンフォード大学のＪ．Ｌ．モル教授の所に国

費留学をし、その時に開発した新しいデバイスの成果を持って米国内の研究機

関を歴訪した。其の後も何度か訪米して知人も多かったので、あの Ｙ．Ｔａｒｕｉ が
共同研所長になったのだから、きっと全貌が分かると思ったに違いない。した
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がって、ここで差し支えない範囲で共同研の話をすれば米国の疑問と反発をあ

る程度収められると思い研究組合内でお願いした。 
 

「研究組合概要にもあるように、５つの研究項目の全て共同研が基礎を担当し

て、グループ研の実用化研究が外に漏れない様な盾の様な役目を持っており、

共同研の差し支えのない部分を話しても、超ＬＳＩ製作のノウハウが漏れる訳

ではない。更に共同研の予算は組合全体の一割強であるから、その点からも限

定的である。」などと述べて、根橋専務理事に切々とお願いした。 
 
しかしながら、研究組合で相談した結果として共同研の話は許されなかった。

それが７社の意向で、根橋専務が７社寄りなのか、あるいは根橋さん自身が攘

夷派だったのかは、判らない，攘夷派だった様な節もある。昔、攘夷派は国内

では格好よかったが、艦砲射撃を受けたのである。 
結局、私は孤立無援となり、論文題名も「日本におけるＬＳＩ及びＶＬＳＩ研

究」と云う形で日本における学術発表論文を編集した迫力のないものとなった。 
 
一方、米国側の受け入れはというと、今回の私の米国内の全行程は、ＣＩＡの

尾行付きであった。これは後ほど確認された。何か私の弱みを見つけようとし

ていたみたいである。米国政府も待っていたのである。  
                                       
ＩＥＤＭでの講演は１９７７年１２月５日、ワシントンのシェラトンホテルで

行われた。講演は学会の最初の部分のゼネラルセッションであったが、私の講

演の直前に続々と人が集まり、廊下にも随分入り切れない人が見えた。六百人

位集まったのではないかと云われた。 
 
私は日本での最近の発表を紹介した後、技術委員会で決めて頂いた「超ＬＳＩ

共同研究所も学術的成果は発表する。一緒にマイクロエレクトロニクスの未来

を探求しよう。」と結んだ。 
しかし、気持ちは「超ＬＳＩ共同研究所は超ＬＳＩの基礎的・共通的分野、特

に微細加工装置とシリコン結晶を研究しており、いずれも将来商品化されたら

皆さまに供給可能となります。」位は云いたいと思っていました。 
 
その場は旧知であった座長のマクレイ博士が質問は技術的なものに限ると予

告してくれたので、質問もその範囲に収まって、注目の研究所の所長が来て話

をしたこと自体は好感を持ってくれたようであった。 
結局、私は、私自身の厳しい立場を乗り越えて、命令に従って講演をこなした
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のであるが、それが私へのストレスで終わっていれば、それで良い。しかし、

それが日米半導体摩擦、それに続くＤＲＡＭ全滅など、日本半導体デバイス工

業の衰退を導いた一因になっていると考えると残念でたまらない。 
 
その後も国内新聞発表は続き、１９８０年３月の共同研解散に近づくと、より

頻度を増し、合計十六件に達した。これに対応するかのように、米国内で日本

の超ＬＳＩ国家プロジェクトに対抗しなければならないという与論が高まって

来た。 
米国では国防が優先する様で、国防と言えば誰も文句を言えないらしい。そこ

で、まずはこれが動いた。共同研究所が解散した１９８０年に米国国防省がＶ

ＨＳＩＣ（Very High Speed Integrated Circuit）なるプログラムを立ち上げた。テー

マとしてはＩＣ材料、

リソグラフィー、パ

ッケージ、テストな

ど超ＬＳＩプロジェ

クトに対応するもの

で、一億ドルが投じ

られた。 
 
話は戻るが、ＩＥ

ＤＭでの講演後、ベ

ル研からフェアチャ

イルドに移ったアー

リー効果で有名なジ

ム・アーリー博士が

「日本は政府と企業

がうまくやっている

が、米国では法律上

それが出来ない。米

国は政府と企業が争

うことによって成長

する社会である。米

国では弁護士の数が

日本の二十五倍で、

争うことによって社

会が動いている。」と

Ｉ
Ｅ
Ｅ
Ｅ
の
ニ
ュ
ー
ス
レ
タ
ー
に
載
っ
た
Ｉ
Ｅ
Ｄ
Ｍ
で
の

垂
井
の
講
演
風
景
。 

座
長
の
マ
ク
レ
イ
博
士
が
ス
ラ
イ
ド
の
操
作
の
説
明
を
し

て
い
る
所
で
あ
る
が
、
写
真
の
英
文
説
明
は
米
国
流
の
ジ
ョ

ー
ク
で
あ
る
。 

共
同
研
ク
リ
ー
ン
ル
ー
ム
を
視
察
中
の
自
民
党
情
報
産
業

振
興
議
員
連
盟
の
先
生
方
。
左
か
ら
２
人
目
が
小
泉
純
一

郎
代
議
士
、
次
が
根
橋
専
務
理
事
、
小
渕
恵
三
代
議
士
、

一
番
右
が
筆
者
で
あ
る
。 
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言っていた。 
ところが、この米国の慣習を変えるほど日本の超ＬＳＩプロジェクトのショッ

クは大きかったようである。米国内で争っていたのが日本に向かって来た。ア

ンチトラスト法（米国における独占禁止法）の元でも政府の補助が民間にも出

来る様に変えて、１９８７年にセマテック ＳＥＭＡＴＥＣＨ（SEmicondactor 

MAnufactureing TECHnorology）が企業と国防省が各々一億ドルを投じてスタート

した。（文献２） 
              
 

 

⒋ 根橋専務理事 

 

根橋専務理事の愛称はネバチャンである。すばらしく人懐っこい名前である。

通産省で根橋さんは “人事の根橋”と呼ばれていたと云う噂を聞いた事がある。

共同研究所の人事管理も大変見事であった。最初、私は「研究は任せる。」と言

い渡された。その後、ほとんどその通りにして頂いた。私の所属した電子技術

総合研究所は通産省傘下であり、私がこの分野での研究管理能力があるとの判

断をして、私の共同研究所所長への就任を要望した通産省内の相談には “人事

の根橋”さんが入っていない筈はない。だから、私に研究を任せたら、後は根

橋さんに研究管理の必要性はないのである。 

 

そこで、根橋さんにとって、研究所員は孫の様なもので、いくらでも可愛がれ

るのである。その一つとしてしばしば専務室で懇親会が開かれ、所員たちがご

馳走になっていた。第六研究室の北川勝二（ＮＥＣ出身）さんが専務室懇親会

コーディネーターであったとの事である。 

私はお酒も飲めないので、ほとんど参加しなかったがストレスにはなった。 

 

管理職の経験のある方なら判ると思うが、自分の直属部下が自分の上司としば

しば懇親会を開いていたらストレスを感じると思う。感じない人がいたらお目

にかかりたいと思う。私はその間、専務の「研究は任せる。」の一言を頼りに四

年間を過ごした。 
 
根橋さんは、ものすごく人生を見通した事を云う人であった。例えば「人は八

十才を超えてくると、本能的な欲が少なくなってくる。そのとき残るのが名誉

欲である。だから八十才過ぎに勲章をあげるのだ。」と云う。事実、八十才を超
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えて九十才にも近くなると、体力も弱り、付き合いも減って来て、それが良く

判るような気がして来る。先日テレビでやっていたが、同じ良い事をするにし

ても、人に目立たない様にゴミを拾う人よりも、弱っている老人を助けたり、

困っている婦人の力になってあげるなどして、人に感謝されるようなことを続

けている人の方が、余命が長くなる、という研究結果があると云う。私もこれ

からは人に感謝される様なことをやって行きたいと思う。 
                   
私は根橋専務に「人生を見通した様なお言葉が多数あるから、根橋語録を作り

たい」と云ったら、真顔で「やめてくれ」と云われたので、正直に言われた通

りメモを取らなかったので、殆ど忘れてしまったが、人事の根橋の面目躍如の

次の二つの言葉は忘れない。 
根橋さんは超ＬＳＩに来るために通産省を退任した筈であるが、「通産の電電

課長は、これから三代にわたって俺が決める」とおっしゃったのである。この

結果は調べようがないが、そうだろうと思える迫力があった。今一つ「人事は

甘い蜜だ」というのもあった。人事がもつ一つの断面を鮮やかに描き出した言

葉だと思う。 
 

 

根橋さんは、超ＬＳＩプロジェクトの後、なんと日本ＩＢＭの重役となられた。

元々、超ＬＳＩプロジェクトは「対ＩＢＭ」としてスタートした訳だったから、

皆が驚いた。 その後、根橋さんから電話で「共同研の話の講演に来て欲しい」

と言って来た。根橋さんの頼みでは仕方ないと講演に行った。その頃、他でも

講演していたのと同じ講演だったが、帰ってから、頂いた講演料を見たら、他

の場合の三倍位あったのである。これに驚いていたら、早速、根橋さんから電

話があって、「講演料が多かったろう。おごれ！」と云うのである。そこで、ご

指定の高級お座敷天ぷらの予約を取り、超ＬＳＩの事務局全員をご招待した。

はじめ “福田屋 ”に始まり、お座敷天ぷら “築地三ツ田 ”で終わった。 

 

その後の根橋さんの所属については、あまり詳しくないが、恐らく日本ＩＢＭ

は１期でやめられて、その後通産省に関係あるニューメデア協会理事長などの

要職につかれて、一生を通産関係で幸せに過ごされたと思う。 
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⒌ 小林宏治社長の二つの言葉 

 

超ＬＳＩ共同研がスタートした時の日本電気の小林宏治社長には、川崎市の宮

崎台に新築した中央研究所の一角を貸して頂いたり、全般に渡ってプロジェク

トを推進して頂いたが、直接声をかけて頂いた内で二つの言葉が非常に印象深

く、今でも良く覚えている。 

 

まず、その背景から述べる。私が共同研の計画に加わったのは１９７５年(昭

五十年)１０月に始まった五社と二つのグループと、共同研の研究テーマと、そ

れらの相互関係を決める通産省の小委員会に私が委員長を命じられた時からで

ある。 

 

あらかじめ日本電子工業振興協会に研究者が集まって作った案もあったのだ

が、これは主として研究者が集まって作ったものなので、実働部隊の部長さん

を集めると意見はなかなか纏らない。特に共同研が一箇所に五社の方を集めて

研究しようとするので難しい。最大の問題はノウハウである。先進企業は共同

で研究することによって、ノウハウが流出する事を恐れる。そんなことから、

高価な輸入装置を購入して、時々集まって評価したらどうかと云う案などがで

る。これなど果たして研究といえるかどうか疑問である。もちろん、真面目に

共同研究を考えて下さる方もいらっしゃったが、とにかく最初は、研究的性格

でないものに金を使う様な案が多く、議論はなかなか纏らなかった。 
 
そこで、私は依然から別の事で考えていた「基礎的・共通的」と云う言葉（文

献３）を使うことにした。すなわち、将来の超ＬＳＩの発展の根源となるよう

に基礎的で、しかも各社に共通して役立つものを選ぼうと云うのである。そこ

で、基礎的であるから、それまでのノウハウを持ち込まねばならない必要が少

なくなる。また共通的であることから各社に関心をもって期待してもらえるの

である、この提案によって皆さまの納得と協力が得られた。この言葉が四年間

を通しての標語となった。 
 
翌年１９７６年、目出度く超ＬＳＩプロジェクトがスタートして間もない５月

１２日にホテルオークラで官界及び各社首脳を集めて創立記念パーティーが行

われた。この時、日本電気の小林社長が私に対してとても意外な事を言われた。

その言葉は、「ノウハウは開放します。」とおっしゃったのである。私がノウハ

ウで苦労しているのを聞かれていて、この様に云って下さった事に大変感謝し
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ている。しかし、部長さん方を集めると、そう簡単ではなかった。そこで私が

社長の言葉を言ってしまうと、部長さんは当惑し、社長も迷惑すると思って、

その後十年間、誰にも云わなかった。しかし、首脳陣のこの様な決意は段々と

下に伝わって共同研の構成と運営に大きな力となった。 
二つ目のお言葉は１９９１年、小林宏治名誉会長が理事長をされていたＣ＆Ｃ

財団からＣ＆Ｃ賞を頂いた時である。その時の表題は「日本の超ＬＳＩ開発の

草創期における技術開発および産業育成に対する指導的貢献」と云うもので、

当時電電公社プロジェクトのリーダーであった豊田博夫氏と二人で頂いた。 
 
この時の祝賀会で小林理事長は私に一言「お礼の気持ちです」とおっしゃって

下さったのである。私としては大先輩だし、社会的地位も違う小林さんに十一

年もの間、覚えて頂いて、更にこんなお言葉を頂いて本当に嬉しい気持ちとな

った。小林さんは人の心を掴むことが出来る人だと思った次第である。 
 
 

⒍ 東京農工大学へ出向 

 
共同研が終了する前に根橋専務から、五社のどこでも就職を世話してあげるか

ら言って呉れと云われていた。しかし、私が希望した会社で急遽作って呉れた

ポストで長く勤められる自信がなかったので、丁重にお断りした。 
 
共同研が終わって、私の足の手術、出向中に田無から筑波に移転した電総研へ

の復帰、五社以外からのお誘い、いくつかの大学からの話など、本論でないか

ら、省略する。 
 
私の当時の東久留米の自宅から南へ約３ｋｍの所に共同研に行く前に通勤し

ていた電総研田無分室があった。さらに南に２ｋｍ行くと東京農工大学工学部

がある。ここの電子工学科に電総研の先輩がいたので、お聞きしたら教授ポス

トが一つ空いていると云う事なので、お願いした。教室会議で多少揉めていた

様であったが、無事ＯＫが出て、１９８１年１０月から農工大へ移ることにな

った。 
まず、研究からお話しすると、大学の実験室の広さ、予算などを考えて新しい

技術で、プロセスの低温化にも向いていると思われた光ＣＶＤを取り上げるこ

ととした。光ＣＶＤでは光の波長によって、与える反応のエネルギーが選べる

点から反応のメカニズムの解明にも学問的な深みもあると考えた。 
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大学では最初は学生もいない。そこで、この研究を立ち上げる為に、電総研で

やっていた様に企業からの研究生を集めることにした。まず、電総研で研究生

を延べ十人位をお預かりした所沢のシチズン時計研究所の中井哲所長を訪問す

ることにした。すると、有り難いことに、その話を聞いて山崎六哉社長がわざ

わざ本社から見えており、一緒に私の話を聞いて下さり、協力を約束して下さ

った。その方針に従って、私が大学に移るとほぼ同時に、研究生第一号として

反町和昭氏を派遣して頂けた。 
当時、光ＣＶＤの報告は極めて少なかった。シリコンの原料としては SiCl4 の

方が多いが、キレイそうで反応も判りやすそうなのでモノシラン SiH4 を使った。

モノシランは濃度が濃いと自然発火すると云われており、実際にも経験したが、

それ程の切迫感はなかった。後にこの原料を使ったＣＶＤ実験中に方々で火災

事故や爆発事故が起きてからは、管理が厳重になった。我々は注意深かったの

で、安全無事故であった。 
とにかく、この様な実験を反町氏と二人で、私もボンベを運んだり、配管をし

たりして、無事研究室の立ち上げに成功した。その後も順調に進み、毎年六～

七社からの研究生、卒研生、マスター、その内からドクターに進学する人も現

れて三十人位の研究室が始まった。研究の詳細とその効果については前記文献

（３）を参照頂きたい。 
 
話を戻して、人事などの面に移ろう。農工大に移って、まず驚いたのは教授室

に電子工学が全く判らない文系出身のＫ女史が助手として待っていたのである。

次に驚いたのは、電子工学科には東大電気出身の教授が三人いた。それは構わ

ないのだが、その三人が、二対一で張り合っており、しかも電総研の先輩は後

の一人の方であったのである。前の二人の方の一人の先生は「垂井先生が来て

もＫ女史を付けておけば大して活躍できないだろう。」と云っていたと云う話を

後になって聞いた。 
 
人事の根橋さんに鍛えられているから、多少の事ではへこたれない。まず、先

輩の先生にはお礼をしなければいけないから色々とやった。例えば電総研時代

から知っているカシオ科学技術財団の役員になって頂き、彼が定年の最終講義

にはカシオの立派な電子楽器を持ち込んで、ご本人に演奏をして頂くと云う晴

れの場を作った。争っていた他のお二人とそれ以外の先生にも辞を低く、なる

べく争いを和らげるようにし、出来るだけお役に立てるようにした。                 

 
ある時、工学部長に時計台が欲しいと云われた。そこで、電総研に研究生とし
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て来ていたシチズン時計の前川祐三氏が部長になっていたので頼んだら、彼自

身が工学部の敷地を調べて、最適な場所と時計塔を考え、会社と相談して寄付

してくれた。それは今でも工学部の一番の広場にあり、多くの職員、学生が朝

夕眺めて大変良いシンボルとなっている。 
 
色々と苦労の甲斐があったのか、農工大に移って六年目の１９８７年に教授会

で評議員選挙があり、私が選ばれて１０月に就任した。評議員会は当時大学の

最終的な意思決定機関であった。この選挙で、私は全然運動はしなかったが、

電子工学科の先生方が他の各科に働きかけて下さった事で選ばれた。有り難い

事であった。 
その四年後の１９９１年には図書館長の選挙があり、またまた教室の皆様が全

学に運動して下さって、全学で選らばれて８月１日から図書館長を命じられた。

東京農工大学は明治七年に東京帝国大学農学部から別れて設立された東京高等

農林と、同じく明治七年にその前身が発足した東京高等蚕糸の二つの名門専門

学校が昭和二十二年の学制改革で一つになった大学で、歴史的に貴重な資料、

図書が多かった。 
 
Ｋ女史については少し頭を悩ました。国家公務員であるから、やたらに首を切

ることは出来ない。労働組合もあるので、その様子も横目で見ながら、私自身

で本人に、とても電子工学で仕事をすることは出来ない事を諄々と説いて、数

年でお引き取り頂いた。その後の助手ポストには前の助教授と気が合わないで、

一部屋に閉じこもっていた上迫助手に入って頂き、一緒に研究を進め数々の論

文を共著した。私の定年後、上迫さんは電気工学科からスカウトされて助教授

となり、更に教授となって定年を迎えた。 
 
１９９３年３月に私は農工大の定年六十三才となり退官した。在籍期間は十二

年と短かったが、色々と務めたので名誉教授にして頂いた。公務員歴四十二年

と云う事で、９月には農工大、電総研の両方の方々が集まって盛大な退官記念

パーティーを開催して頂いた。 
 
 

⒎ 早稲田大学客員教授 

 
私は１９５１年早稲田大学の電気工学科の卒業であるが、就職した電気試験所

で半導体の研究をやることになったので、早大の通信学科、伊藤糾次先生とは
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色々と連絡をとっていた。共同研が終わる時も教授席のお話しがあった。その

後も連絡を絶やさなかった所、「共同研解散十一年経った今でも五社の有力者の

内には、垂井さんの共同研での努力と貢献を忘れない方がいるから、寄付講座

を開けそうだ。」というお話しがあったので、是非にとお願いした。 
 
寄付講座と言うのは、教員の給与、研究費、大学の諸経費を寄付頂けるもので、

大変なことであるが、１９９３年４月に日本電気、三菱電機のご協力を得て、「三

菱電機・日本電気寄付講座」による大学院の客員教授として早稲田大学に迎え

られた。 

 
共同研解散後、十二年から十八年、殆どふた昔まで私の努力と貢献を覚えてい

てくれて、大学に多額の寄付をして頂いたことは、私が共同研でやったことは

良かったのだと自信を与えて下さいました。寄付を決断して下さった方々に深

く感謝している。 
講義では「超集積デバイス」を担当し、研究テーマは１９６３年にスタンフォ

ード大学留学中に世界で初めて実証した強誘電体メモリーを選んだ。スタンフ

ォード大学の頃は強誘電体薄膜製作技術が未発達であったので、ベル研から頂

いた単結晶強誘電体の上に半導体薄膜を形成して動作を確認し成功した。しか

し、この方式では集積回路としては作りづらい。農工大でＣＶＤによる薄膜形

成の技術に熟練し、強誘電体薄膜も少し実験を始めていたので、これを使って

ＬＳＩ向きの強誘電体メモリーを作ろうと云うのである。 

 
早稲田大学では助手は付かなかったが、幸いなことに農工大での研究生：平

井匡彦、谷本智の両氏が連続して早大に派遣頂けるようになり、秘書の高見裕

子さんも続けられる事となり、私としては割と気楽に母校での客員教授をスタ

ートすることが出来た。 

 
早稲田に移って直ぐの１９９３年６月に日本学術振興会の薄膜１３１委員会

から強誘電体メモリーに関しての招待講演の依頼があったので、強誘電体メモ

リーのスケーリング理論について講演した。我々の強誘電体をゲートとするト

ランジスタは微細化しても性能が落ちないのである。すなわち、スケーリング

理論に乗るのである。このテーマは１９９４年のＩＥＤＭのゼネラルセッショ

ンでの招待講演にもなった。ＩＥＤＭのゼネラルセッションは１９７７年以来

二度目で、当時の座長だったマクレイ博士が控え室に訪ねてくれて十七年間の

久闊を述べ合った。更にＭＯＳトランジスタのスケーリング理論を最初に発表

したＩＢＭのデナルド博士も控え室を訪ねて呉れて、「スケーリング理論を発展
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させて呉れて有難う」と云われた。 
研究では１９９８年に、ここ数年目標として来たシリコン単結晶上に強誘電

体薄膜をエピタキシャル成長させることに成功した。具体的にはシリコン単結

晶上に単結晶セリアバッファ層を析出させ、その上に強誘電体薄膜であるＰＬ

ＺＴを注意深い温度制御によって析出し、ついにシリコン基板と軸方向、回転

方向とも良く合ったＰＬＺＴエピ膜の成長に成功した。この実験は平井匡彦氏

によって行われ、素晴らしい成果である。平井氏はこの業績により早稲田大学

より工学博士の称号を与えられ、その後オーストラリアの国立研究所で有機エ

レクトロニクスの研究を行っている。 

 
 

⒏ 武田計測先端知財団 

 
武田郁夫氏は１９５４年にタケダ理研を三人で創業された。私は１９５１年

から半導体の測定の研究を始めたので色々と接触はあった。１９６０年代後半

になってＩＣ、ＬＳＩの発展が目覚ましくなって来ると、武田さんはＬＳＩテ

スターを是非作りたいと運動を始めた。その結果として、１９６８年、通産省

の重要技術開発費補助金がタケダ理研に交付され、その開発装置の構成および

仕様を決定する委員会が日本電子工業振興協会に設置された。その委員長に私

が命じられた。幹事には林豊氏にお願いした。ＬＳＩとなると機能試験が重要

になって来ると考えた。二人で相談して「ダイナミック・ファンクション・テ

スト」についての基本的な考え方をまとめて基本特許を出願した。タケダ理研

はこの考えで装置の構成と仕様を決め、試作機を開発した。この装置はその後、

タケダ理研から「高速ＬＳＩテスター」として発売され、その技術はアドバン

テスト社に引き継がれている。これについては、アドバンテスト２５年史に１

頁位の説明がある。その後の５０年史では半頁になっているが・・・。 

 
その後、アドバンテスト社の業績が拡大し、大株主であった武田さんは資産

家となり、社会還元に思いを寄せられ、一件一億円の武田賞の創設を考える様

になった。ＬＳＩテスターの開発草創期からの関係からか、武田さんから私に

財団の常任理事依頼があった。私も、丁度、早稲田大学が終わった所であり、

喜んで引き受け、１９９９年末から武田計測先端知財団の常任理事で電子情報

部門の選考委員長として武田賞の準備に取り掛かった。武田さんの配慮か、私

の給与はそれまでの、どの機関よりも多く、二倍を超えていた。ただしそれは

後から述べる財政不振になるまでの二～三年の事であった。 
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かくして、２００１年と２００２年の武田賞の選考を行った。特に印象深か

ったのは２００２年の青色発光ダイオードについてである。このテーマには既

に幾つか賞が出ていたが、全て赤崎勇先生と中村修二さんのお二人だった。し

かし我々が調べて見ると赤崎先生のドクターコースの学生、天野浩さんが重要

な発見をしている事が判ったので、彼を入れて三名としたのである。 

 
ノーベル賞では、この様に学生の弟子と一緒に受賞する事は無いので、ノー

ベル賞はついてこないと思っていた。ところが２０１４年のノーベル物理学賞

はこの同じ三人に与えられたのである。私は、ノーベル賞は明らかに武田賞を

フォローしたと考えている。 

 
２００１年の武

田賞によって武田

さんの名前が有名

になった頃、私は委

員会で時々会う東

京大学の大規模集

積システム設計教

育センターのセン

ター長である浅田

邦博教授から、「セ

ンターはあるけれ

ど、建物がなくて困

っている。５０億円

位だけれど武田さ

んに寄付をお願い

出 来 な い だ ろ う

か？」というのであ

る。 
５０億円はとて

も無理だろうとは

思ったが、一応武田

さんにお伺いを立

てたら「結構です！」 
と云う返事に驚い

た。そこから東大の

２
０
１
４
年
の
ノ
ー
ベ
ル
物
理
学
章
を
報
じ
る
毎
日
新
聞
の
号
外
。 

発
表
当
日
３
人
が
集
ま
る
筈
が
な
い
。
こ
の
写
真
は
２
０
０
２
年
の
武
田

賞
の
時
の
も
の
。
写
真
の
下
に
は
武
田
賞
の
日
付
が
入
っ
て
い
る
。 

読
売
オ
ン
ラ
イ
ン
で
は
こ
の
写
真
と
武
田
賞
の
説
明
も
あ
り
ま
し
た
。 

ノ
ー
ベ
ル
賞
が
武
田
賞
を
フ
ォ
ロ
ー
し
た
事
は
マ
ス
コ
ミ
も
認
定
？ 

２
０
１
８
年
安
藤
博
記
念
学
術
奨
励
賞
の
表
彰

式
で
審
査
経
過
を
報
告
し
て
い
る
所
。 

安
藤
博
氏
は
１
９
１
９
年
に
十
六
歳
で
多
極
真

空
管
を
発
明
し
、
特
許
を
取
得
。
そ
の
特
許
料

な
ど
が
、
こ
の
賞
の
基
金
と
な
っ
て
い
る
。 
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「武田先端知ビル」が

寄付される事となった。

後で伺うと、４０億円

位になったとの事であ

る。この話を聞いてか、

東北大学の大見忠弘先

生も武田さんの所に見

えて寄付をねだってい

た。これついても適当

に付き合ったとの事で

ある。 

 
２００２年の武田賞

が終わった頃から財団

の財政不振が伝えられ、

２００３年の武田賞は

中止となった。財政不

振の原因は詳しくない

ので省略するが、東大

への寄付は大きかった

と想像される。 

 
武田賞が終わった後、

私は武田賞に値する様

な方のお仕事を本に纏

めて出版して紹介するなどして、２０１６年まで引き続き常任理事を務めた。

前記文献（２）の『半導体共同研究プロジェクト』はこの間に財団から出させ

て頂いた本である。 

 
 

⒐ ＤＲＡＭ 

 

超ＬＳＩ技術研究組合の目的は、ＩＢＭの “まぼろしの１ＭＤＲＡＭ ”であ

ったと思う。それなのに、今、日本のＤＲＡＭは全滅と云う状態になった。更

に、付図に示す様に、共同研の成功を見て欧米では共同研究が盛んになったが、
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日本では次のプロジェクトまでに１６年かかった、その原因の一つは本文に示

した事と、その延長線上にある姿勢、対応にあるのではないかと危惧している。 

                    

日米半導体摩擦の詳細については、あまり詳しくないが、１９８６年に「日

米半導体協定」が締結され、「１９９２年末までに外国系半導体のシェアを２

０％以上にする」と約束させられた。この約束はぎりぎりまで達成されず、１

９９２年第四半期に急増して、目標をクリアしたとの事である。相当な無理を

したので歪みが残ったと思われる。 

 

その頃から韓国、台湾も立ち上がって、その後、サムスンはメモリー世界一、

ＴＳＭＣはシステムＬＳＩで世界一になるのだが、その間、摩擦のターゲット

となったとは聞かない。要するにターゲットとなっては損なのである。 

 
米国製品を２０％買わねばならなくなった頃、ある会社の部長さんが、私に

「それでもいいんですよ。輸入途中の太平洋に捨てて来てもいいんですよ。日

本の製品の方が良いんですから。」と強気の発言をしていた。トランジスタを発

明した米国のポテンシャルを考えない単純な優越感に危なげを感じた。何か戦

前の雰囲気の残渣を見る様な感じである。 
もっと早い段階、８０年代に日本のＤＲＡＭが世界一になった頃に、米国内

で現地生産をするなど、手が打てなかったのかと残念に思います。ＮＥＣは２

０００年に米国のローズビルで１Ｇ ＤＲＡＭを含む工場を着工しましたが、遅

かった様です。 
自動車の場合、産業の歴史の違いもあるでしょうが幾度もの摩擦を乗り越え

て未だに米国のシェアを保っているのは、強気一方ではない見通しと粘り強さ

にもある様な気がします。 

 
今一つ日本のＬＳＩは品質が良すぎて過剰だったのである。日本のＤＲＡＭ

の良品率、寿命の良さは色々の調査で確認され世界に轟いた時代もあった。日

本人気質としてはこの方が安心である。しかし、その一面コストが掛かるので

ある。日本以外では、許される範囲の品質でコストを下げることに注力した様

である。１９８６年の頃、当時、米国のマイクロンでのマスク枚数が日本の半

分位だという事、製造過程のウエーハの雑な移動方法などが伝わって驚いた覚

えがある。 

 
この様な諸事情もあって、日本のＤＲＡＭ各社が売り上げ不振になった。そ

こで、合弁して、２０００年にエルピーダメモリーを作り、安易なタスキ掛け
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人事など詰まらない事をして、再び行き詰まってしまった様である。そこで困

って２００２年末に日本体育大学出身の坂本幸雄氏に社長を頼んだ。坂本氏は

日本半導体製造装置協会などでのご挨拶など伺ったところでは、元気で口は達

者だけど、慎重さには心配がありそうな方であった。坂本氏は出身会社、学歴

などを重視しないなどの改革で２００９年まではシェアを上げたが、２０１０

年に、それまでに悪化して来た金融危機、それに対する２００９年の金融サミ

ットに於ける財務大臣の発言、日銀の対応の不適切さなどによって、超円高と

なり経営が悪化し、結局マイクロンに買収される事になる。 

 
話を戻して、米国のターゲットになると云う点では、２０１８年には中国の

ハイテク産業育成策「中国製造２０２５」がターゲットになっている様である。

これは相手が中国で、しかもテーマは核心に近い可能性があり、攻める方が問

題のトランプ大統領で、日本も関係がある問題だが、どうなるのでしょうか？ 

 
 

10．まとめ 

 
今や日本に残るデバイス事業、東芝メモリーのＮＡＮＤ、車載で発展の可能

性のあるルネサスのマイコン、ソニーのイメージセンサーやその他の各社に頑

張って欲しいと思う。共同研に集まった我々にとって、将来の気持ちの救いは

ないかを考えて見た。 
ＤＲＡＭなどはＡＩ、ＩｏＴなどの発展で今後も活況を呈するだろう。しか

し、この産業は、今や装置を揃えれば大量に生産出来る装置産業になりつつあ

る。そこで、中国などが大規模な工場を作って量産を始めている。しかしなが

ら、製造装置を作るにはそうはいかない。これは、共同研で開発した装置が今

も発展していることからも判る。すなわち、大量に作るデバイスについては、

うま味が減るが、製造装置については、うま味は変わらないと思う。だから、

共同研で開発した装置、同様にシリコンも当分発展して行くと思う。 

 
共同研とは関係がないが、自動車のＥＶ化でパワートランジスタの大幅な増

産が期待されている。このデバイスは特殊なノウハウがあるため、外国勢はイ

ンフィニオン位で、日本では三菱電機、ローム、（出来れば東芝）などが注力し

ている。これらパワートランジスタのほとんどは電子技術総合研究所で林豊博

士、関川敏弘博士と共に開発、発表し、特許を取ったＤＳＡ ＭＯＳトランジス

タの構造を使っている。この特許は各社が実施契約をして下さったが、東芝が



 
21 

 

一番最初に大量のパワートランジスタを生産して下さったのである。 

 
私は、今、武田計測先端知財団の評議員とカシオ科学技術財団理事と安藤研

究所の理事で、安藤博学術奨励賞の審査委員長を勤めています。最後の審査委

員長が一番仕事が多く、毎年４～５ｃｍの厚みの応募書類を見て、委員会で若

い教授達の意見を聞いて、表彰者を決め、表彰式で私が審査経過を発表すると

いうものです。２０１８年の受賞者の一人は、マスター１年までに筆頭著者の

学会誌のフルペーパーが三件あり、マスター２年でアイルランドでの国際会議

で研究発表して賞を貰った二十三才の女性でした。萌芽性があると言う理由で

受賞しました。 

 
私の一生を振り返ってみると、超ＬＳＩ共同研までは『超ＬＳＩへの挑戦』（文

献３）に書いたように、超ＬＳＩの為になる様な準備を色々として来たみたい

で、超ＬＳＩ共同研の後は、陰になり陽になりして、そのお陰を受けたと感じ

ています。特に早稲田大学での「三菱電機・日本電気寄付講座」は、陽のお陰

で、共同研解散後十二年から十八年に渡って大学に多額の寄付を頂きました。

厚く御礼申し上げます。 
 
全般的には、五社の皆様，根橋正人専務理事、共同研の所員の皆様、東京農

工大学の皆様、早稲田大学の伊藤糾次先生、武田計測先端知財団の武田郁夫理

事長、電子技術総合研究所の傳田精一博士、馬場玄式氏、林豊博士、関川敏弘

博士などなどの大勢の皆様にお世話になったお陰で一生を半導体～超ＬＳＩと

共に歩むことが出来て幸せだったと感謝する次第です。 

本文では共同研について研究以外の話を主にしたので、私の厳しかった立場

の話が多くなったきらいがあります。しかし、任された研究の面では多くの優

れた方々と楽しく、未知だった超ＬＳＩの基礎技術を開発できて、私の人生の

ピークを迎えさせていただいた楽しい思い出に満ちています。 

 

そこで、最後にこの共同研・同窓会があって欲しい形として、『４研同窓会誌』

のご挨拶にあった、次のフレーズを引用させて頂きます。 

 

「楽しい思い出は豊かな日々と心を支えます。居場所になります。お守りにな

ります。」 

                                         

                                  完 
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追補 
 
この本は超 LSI 共同研究所の４０周年を記念して、執筆され、同窓会で配ら

れました。すなわち、元共同研所員に読んでもらう為に書かれたものです。 
そこで、巻頭の垂井の思い出には、共同研究所の成り立ち、組織、その成果

などについて、触れていません。 
この度、好評により、元所員以外にも配本出来る様な出版が計画されました。

この場合には共同研の成り立ち、組織、主なる成果などの紹介も適切と思われ

ます。 
これを補う為、以下の最近発行されました産業タイムス社、電子デバイス産業

新聞の連載の一部を転載させて頂きます。 
 
電子デバイス産業新聞 ‘超 LSI 共同研究所とその前後’ 

第３回、 ２０１９年２月２１日 発行  
第 4 回、 ２０１９年２月２８日 発行  
エピローグ 第１回、２０１９年 9 月 5 日発行 

 

 

「超ＬＳＩ共同研究所とその前後」 

執筆：垂井康夫（東京農工大学名誉教授） 

 

第３回「超ＬＳＩ技術研究組合①」 

苦心した共同研究テーマの決定 「基礎的・共通的」が標語に 

 

■概要 

  

超エル・エス・アイ技術研究組合は、㈱コンピュータ総合研究所、富士通㈱、

㈱日立製作所、三菱電機㈱、日電東芝情報システム㈱、日本電気㈱、東京芝浦

電気㈱の７社が、将来のコンピューターシステム開発の要となる超ＬＳＩ技術

を開発する目的で１９７６（昭和 5
1 ）年３月に設立された。工業技術院電子技

術総合研究所と日本電信電話公社の協力を得て、ナショナルプロジェクト体制
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で４年計画で進められた。 

 

■共同研究所 ①研究組合と共同研のテーマの決定 

  

私が共同研の計画に加わったのは、75

（昭和 50）年 10月に始まった５社と２

つのグループ、共同研の研究テーマ、さ

らに、それらの相互関係を決める通産省

の小委員会に私が委員長を命じられた

時からである。 

 あらかじめ日本電子工業振興協会に

研究者が集まって作った案もあったが、

これは主として研究者が集まって作っ

たものなので、実働部隊の部長さんを集

めると、意見はなかなかまとまらない。特に、共同研が１ヵ所に５社の方を集

めて研究しようとするので難しい。 

 最大の問題はノウハウである。先進企業は、共同で研究することによってノ

ウハウが流出することを恐れる。そんなことから、高価な輸入装置を購入して

時々集まって評価したらどうかという案などが出る。これなど、果たして研究

といえるかどうか疑問である。もちろん、真面目に共同研究を考えて下さる方

もいらっしゃったが、とにかく最初は、研究的性格でないものに金を使うよう

な案が多く、議論はなかなかまとまらなかった。 

 そこで、私は以前から別のことで考えていた「基礎的・共通的」という言葉

を使うことにした。すなわち、将来の超ＬＳＩの発展の根源となるように基礎

的で、しかも各社に共通して役立つものを選ぼうというのである。基礎的であ

るから、それまでのノウハウを持ち込まねばならない必要が少なくなる。また

共通的であることから、各社に関心をもって期待してもらえるのである。 

 この提案によって皆さまの納得と協力が得られた。この言葉が４年間を通し

ての標語となった。 

 

 その結果決まった研究組合全体のテーマと共同研究所の担当分野を図１に示

す。白色部分が共同研の担当である。微細加工と結晶の全部、そしてこの２つ

のテーマを進めるための最小限必要なプロセス・試験、デバイス技術を担当し

た。プロセス、試験、デバイスの３つのテーマについても、超ＬＳＩに必要な

装置の開発は行った。設計技術は最も製品に近い分野であるので共同研ではや

らないことにした。これについては後でメーカーの方から「ありがとうござい
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ました」と言われた。 

 

■共同研究所 ②人材の確保と配置 

  

いかなる組織も、そこに集まる人によって成功・不成功が決まるから、各社

に色々とお願いした。派遣する人について、早くから検討して、一番地位の高

い人を派遣して下さったのは東芝であった。当時、総合研究所半導体集積回路

研究所長であっ武石喜幸氏の出向を決めて下さったのである。その他の会社に

ついても、あらかじめお目にかかる機会を作った。室長以下の人選は、各社か

らの室長が自分の会社から良い人を連れてきてくれるように努力してくれた。 

 

 問題は、各社から

の出向者をどのテー

マに付けるかである。

「超ＬＳＩは微細加

工が重要」であると

して、各社これを希

望した。しかし、そ

れでは研究所が構成

できないので、各社

の電子ビーム装置に

ついての実績から判

断させていただき、

微細加工の３つの研

究室の室長は図２の

ように決めた。 

 

 次は研究室内の配

置である。結晶技術

は学問的な面が多い

ので、各社からその

ような専門の方を派

遣していただていた

ので、それらの方を

集め、室長は電総研

からとし、図３のよ
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うにアトランダムな構成となった。 

 

一方、微細加工の研究室については、大きい装置、例えば電子ビーム描画装

置などを出向元の親会社で行う場合、親会社の技術を十分に利用するため、図

３のように、その会社からの出向者の数を多くして、微細加工研究室の室長を

取れなかった会社の出向者を２入ずつ入れて、３つの微細加工研究室の情報が

すべて入るようにした。 

 

 

第４回「超ＬＳＩ技術研究組合②」 

共同研究が現代に残した３つの成果 装置・材料の国産化に成功 

 

■共同研究所 ③共同研の成果 

  

産業的な面からは、それまで輸入に頼っていた半導体製造装置を国内で製造

できるようにしたのみならず、多くの外国に輸出できる装置を開発した点にあ

る。主な開発した技術で、現在活動中のものは以下の３つである。 

 

（１）電子ビーム描画装置 

 マスク描画装置は共同研からの発注が東芝機械を経由して、現在㈱ニューフ

レアテクノロジーで生産され、世界シェア 70～80％とのことである。 

 ウエーハ描画装置としては日本電子㈱（ＪＥＯＬ）の可変ビーム描画装置が

ある。最近、電子ビームの数を多くするマルチビーム描画装置がオーストリア

のＩＭＳ社により開発された。この５１２×５１２＝２６万２１４４本のビー

ム発生装置と、日本電子の超高性能電

算機プロジェクト以来、長年改良を重

ねてきた描画機プラツトフォーム（エ

アベアリング真空ステージ搭載）を組

み合わせて発売されている。描画速度

は、７ｎｍパターンで６インチ標準マ

スクを描画したとき１２時間以下との

ことである。 

 マルチビームはニューフレアテクノ

ロジーも開発中であり、３月に完成とのことである。 
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（２）ステッパー 

ステッパーは共同研からニコンとキヤノンに発注され、その後両社によって

商品化された。１９８０年代は両社によってほとんどの世界シェアが満たされ

たが、８４年にベルギーのフランダース地方政府によってＩＭＥＣが設立され、

同じ年に隣国のオランダでフィリップス社からのスピンアウト企業としてＡＳ

ＭＬ社が設立された。 

 ＩＭＥＣとＡＳＭＬは長年の戦略的パートナーシップを続けており、８４年

にＡＳＭＬの最初のＫｒＦ露光装置がＩＭＥＣに出荷され、ＩＭＥＣの試作ラ

インに設置されて以来、世界中から来た研究者がこれを使用して、多くの情報

がＡＳＭＬ社にフィードバックされると同時に、研究者の派遭元への購入も進

んだと考えられる。 

 先端機種、ＡｒＦ液浸まではニコンとＡＳＭＬが激しく競り合い、スペック

上ではニコンの方が良い面もあったが、結局ＡＳＭＬの方が優勢となり、次の

ＥＵＶについてはＡＳＭＬが独占している。 

 従来機種については二コン、キヤノンが活動中で、例えばｉ線ステッパーに

ついては２０１６年実績でキヤノンが世界シェア５７％、ニコンが２０％で、

キヤノンは１８年後半に宇都宮工場を拡充して、１７年度比１．５～２倍にし

たようである。 

 

 

（３）シリコンウエハー 

 共同研では１２５㎜サイズヘの大口径化であったが、微細リングラフィーで

問題となるウエハーの反りと変形および微小欠陥の３項目を、当時のシリコン

メーカー５社について測定・分析し、その結果をフィードバックした。 

 その後、日本メーカーが世界のシェアの過半を占めてきたが、現在、信越半

導体が１位で３０％強、ＳＵＭＣＯが２位で３

０％弱である。３位のグローバルウェーハズ（台

湾）が東芝セラミックスのウェハー部門などを買

収して、どんどん伸びてきた。 

大口径化については、３００㎜ウェハー開発にお

いて、日本ではスーパーシリコン㈱が設立され、

３００㎜のほか００年ごろに４００㎜まで作っ

た。その１枚が写真に写っている。 

 現在、次期ウェハーは、４５０㎜とされ、その

ウェハーを使ったＶＬＳＩ製造技術をオルバニ
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ーナノテクに主要メーカーが集まって検討中である。残念ながら日本のメーカ

ーは参加していない。 

 

 

■共同研成功の理由 

 超ＬＳＩ共同研が成功した理由としては以下の３点、①電気試験所で生まれ

たシーズ（種）があったこと、②所長に研究室の構成、研究員の配置、研究お

よび予算の使い方などを任されたこと、③構成員の協力が大変良かったこと、

などが挙げられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

「エピローグ 第１回」 

○【日本半導体の敗因】 

○主要因の１つに「日米半導体摩擦」 

○日本製品の過剰品質と高コストも 

 

 本紙電子デバイス産業新聞で２０１９年２～４月（第２３３３～２３４２号）

に１０回にわたって掲載した東京農工大学名誉教授 垂井康夫氏の連載『超Ｌ

ＳＩ共同研究所とその前後』。そのエピローグを３回にわたってお届けする。 

◇  ◇  ◇ 

筆者の本紙への連載『超ＬＳＩ共同研究所とその前後』が始まった２月７日

のすぐ後、２月 18日の日本経済新聞に「日の丸半導体４つの敗因」という表題

の記事が出た。そこでは、敗因に日米半導体摩擦に触れていないので、これは

重要な項目が落ちていると考え、その根拠を示すべく図を用意して説明するこ

とにした。この図はもともと、１９９６年に開始されたＳｅｌｅｔｅの専務を

務めた小宮啓義氏が発表したものに、筆者が必要な事項を書き加えたものであ
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る。世界４地域のマーケットシェアの年次変化を示している。 

 

 

■超ＬＳＩプロへの反発 

 連載で詳しく述べたように、超ＬＳＩ技術研究組合が 76年にできてから、米

国国内で「この国家プロジェクトは何をやっているのか」という疑念が生まれ、

その後、度重なる国内新聞発表による斬新な研究発表が次々と発表されるのに

対応して、米国国内で疑念と反発が高まり、遂には国家の安全保障問題にまで

発展し、超ＬＳＩ共同研究所が解散した 80年には、米国国防省による全額国費

のＶＨＳＩ（Very High Speed IC）プロジェクトが開始された。 

 このプロジェクトは High Speedと謳っているけれども、テーマとしては超Ｌ

ＳＩをフォローするものであった。マーケットシェアの図で、このＶＨＳＩの

始まった 80 年を見てみると、マーケットシェアは２年前よりも低いくらいで、

まだ貿易摩擦が始まっているわけではない。純粋に超ＬＳＩ技術研究組合の脅

威に対抗するものであることが分かる。 

 

■日米半導体貿易摩擦 

 その後、超ＬＳＩ共同研究所で開発した製造装置と超ＬＳＩグループ研究所
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で開発した超ＬＳＩの製造ノウハウを使うことによって、マーケットシェアは

急速に増加を始める。85 年に４０％を超えたところでＳＩＡが日本をダンピン

グ提訴するが、増加は止まらない。 

 翌 86 年に遂に日米半導体協定によって「92 年末まで輸入品を２０％にする」

という約束をさせられる。なぜこんな歴史に残るようなアンフェアな協定を日

本が受け入れたか。米国は伝家の宝刀「国内包括通商法３０１条」を持ち出し、

その発動をチラつかせたのである。すなわち、日本が必死になって超ＬＳＩの

ノウハウを守ろうとしているところに、頭越しの艦砲射撃のように数量規制が

行われたのである。 

 この協定の実行は大変だったようである。その後も図で分かるようにマーケ

ットシェアは増え続け、88 年に５０％を超えたが、輸入品を２０％にするとい

う約束は全く満たされなかった。そこでこの年、半導体ユーザー協議会を発足

させ、輸入の促進を図った。この協定は大変不条理に満ちたものであった。し

かし、約束は守らねばならないので、約束の 92年第４四半期に強引に２０％を

実現した。相当な無理をして、歪みが残ったと思われる。皇后雅子さまはこの

ころ外務省にお勤めで、日米半導体摩擦に関しても首脳らの通訳などとして活

躍されている。 

 

■ＳＥＭＡＴＥＣＨの発足 

 この間、米国でも対日の共同研究所を作ろうと着々と準備を進め。87 年に米

国における独占禁止法に当たるアンチトラスト法の下でも政府の補助が民間で

も使えるように変えて、国防省と米国に本社を持つ半導体メーカーが１万ドル

ずつ投じて、ＳＥＭＡＴＥＣＨ（SEmiconductor MAnufacturing TECHnology）

がスタートした。ＳＥＭＡＴＥＣＨは日本に対抗するために始まり、当初はプ

ロセス、デバイスを重点にスタートしたが、その後、日本の超ＬＳＩ共同研究

所と同様に半導体製造装置開発に重点を置いた。それが功を奏し、93 年には図

で分かるように米国のマーケットシェアも回復し始めている。 

 そこで、95 年に政府資金援助は終了し、非米国籍企業の参加が認められるよ

うになり、98年には International SEMATECHを発足させ、共同で半導体製造技

術を開発する世界規模のコンソーシアムへと発展した。 

 マーケットシェアの図では、95 年に日米のシェアは約４０％で拮抗する。そ

の後の変化は４０％の線を基準にして、ほぼ上下対象になっている。すなわち、

日本のシェアが減った分だけ、ほぼ米国のシェアが増えているのである。 

 

■日本製品の過剰品質 

 このあたりの日本シェア減少の今１つの原因は、日本製品の過剰品質にある
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と考えている。日本のＤＲＡＭの品質、寿命の長さは、米国の会社の試験によ

って一番良いと確認され、世界に轟いた時代もあった。日本人気質としては、

この方が安心である。しかし、その反面、コストがかかるのである。日本以外

では、許される範囲においてコストを下げることに注力したようである。 

 その代表が、後に日本のＤＲＡＭを買収するマイクロンである。96 年当時、

マイクロンでＤＲＡＭの製造に必要なマスク枚数が日本の約半分だという話が

伝わり、驚いた覚えがある。この「許される範囲においてコストを下げる」と

いう発想は日本にはなかったと思う。トランジスタ、ＩＣと発明してきた米国

には、このような新発想も生み出す多様性もあったということである。 

 このような諸事情もあって、日本のＤＲＡＭ各社が売り上げ不振になった。

そこで合弁して 00年にエルピーダメモリを設立したが、安易なタスキ掛け人事

など、つまらないことをして、再び行き詰ってしまったようである。 

 そこで困って、02 年末に日本体育大学出身の坂本幸雄氏に社長を頼んだ。坂

本氏は日本半導体製造装置協会などでのご挨拶などうかがったところでは、元

気で口は達者だけど、慎重さにはいささか心配がありそうな方であった。坂本

氏は学歴、出身会社などを重視しないなどの改革で、09 年まではシェアを上げ

たが、10年にそれまで悪化してきた金融危機、それに対する 09年の金融サット

における財務大臣の発言、日銀の対応の不適切さなどによって超円高となって

経営が悪化し、結局マイクロンに買収されることになる。 

 

■サムスンなどの進出 

 上で述べたマーケットシェアの図で 96年以降の日米の対称性のわずかな差は、

韓国などのアジア勢の進出にあると思われる。サムスンの発展の歴史を見ると、

米国、日本からの技術移転が多く見られる。 

 例えば、84年にはマイクロンから設計技術の移転が行われ、85年にはインテ

ルが早々とＤＲＡＭの生産を終了し、その技術をサムスンに移転したという話

がある。（注１） 日本からは、86年に当時最新鋭だった東芝大分工場の総括担

当製造部長をスカウトして、大分工場と同じ工場を作らせたということである。 

 かくして 92年にサムスンはＤＲＡＭ世界一となるのである。すなわち、世界

一になるのが悪いのではなくて、日本はわざわざターゲットになって、米国の

反撃に会い、その後発展できなかったのだと思う。 

 ところで、冒頭の４つの敗因のうち①コングロマリットの経営速度ではグロ

ーバルに通用しなかった。投資判断が常に何歩か遅れ、規模も小さく、競争か

らはじき飛ばされた、②グローバルに戦う企業にふさわしいトップの不在は、

この図のどこであり得たのでしょうか。 
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（注１）その後、牧本次生様から教えて頂いた所によるとインテルは撤退後、

フリーになった技術者を１００人以上の規模で長期間韓国に滞在させて支援し、

韓国のＤＲＡＭシェアは日米協定が始まった 86年から急速に立ち上がったとの

事である。 

 

                                以上 


